























































総 司 令 部（General Headquarters/ Supreme Commander for the Allied 
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戦時・戦後初期の日本の法学についての覚書（2・完）（出口雄一）
Powers, 以下「GHQ」）からの 9 月 22 日付「指令第 3 号」は「日本帝国
政府ハ賃金及必需品ノ価格ニ付確固タル統制ヲ設定シ及維持スベキ責任
ヲ追フ」ことを命じ、日本側の照会に応じて経済科学局（Economic and 







へとシフトし、「経済危機緊急対策実施要綱」（1 月 26 日閣議決定）及び
「戦後物価対策基本要綱」（2 月 15 日閣議決定）を受けて、2 月 17 日に制
定された金融緊急措置令・日本銀行券預入令・臨時財産調査令による新
円切替措置（勅令第 83 ～ 85 号）に加え、食料緊急措置令（勅令第 86 号）・




されたが（法律第 44 号、49 号）、それぞれに基づく委任法令は根拠法令












桐蔭法学 20 巻 1 号（2013 年）
　上記のような戦後経済統制を一元的に担うべき機関として構想された
のが、経済安定本部である。3 月 1 日には内閣直属の「経済緊急対策本
部」の設置が閣議決定されているが、経済科学局価格統制・配給課（Price 
Control and Rationing Division）のエゲキスト（W. S. Egekvist）課長か
らはより強力な総合官庁とするよう修正案が示され、5 月 17 日に GHQ
側から承認を受け（SCAPIN960）、6 月 19 日に枢密院において経済安定





（SCAPIN1108）が 8 月 6 日付で、更に「臨時物資需給調整法の下に於け



























































1946（昭和 21）年 3 月のエドワーズ調査団報告書を基礎に、経済科学局
反トラスト・カルテル課（Antitrust and Cartels Division）のカイム（Posey. 
T. Kime）の作成した「自由取引及び公正競争の促進・維持に関する法律」
（カイム氏試案）が 8 月に提示された。これを受けて、日本政府は「独占














る（27）。1945（昭和 20）年 10 月 1 日の閣議了解「労働組合法に関する法
制審議立案に関する件」に基いて労務法制審議委員会が組織され（後に
労働法制審議会に改組）、同年 12 月 22 日にいち早く労働組合法が公布さ






した原案に基いて作業が行われ、紆余曲折を経て 1946（昭和 21）年 9 月
に公布、電産争議の収拾のため 10 月に施行されることとなった（法律第
25 号）。更に、アメリカから派遣された労働諮問委員会による 7 月 22 日
付の「日本における労働立法及び労働政策に関する勧告」などを踏まえて、























いと考えられる（33）。1945（昭和 20）年 10 月 22 日付「日本教育制度ニ対
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スル管理政策」及び、それを具体化した同 30 日付の「教員及教育関係官









































































































































































































































































































































































































年 1 月から 3 月にかけて 3 回にわたる研究討論会を開催し、その記録の
抜粋が『法律時報』誌に掲載された（89）。この座談会においては、上記の
戒能による法社会学の性格規定に対するマルクス主義法学の側からの厳




















































　戒能が言及している通り、1948（昭和 23）年 11 月 6 日から 7 日にかけ
て、京都大学法学部において日本私法学会の第 2 回総会が開催され、記
録によると、1 日目には川村泰啓、服部栄三、山木戸克巳、伊澤孝平、矢


















































































































































































































































































































能」『思想』1020 号（2009 年）、76 頁以下を参照。
 （2） ポツダム命令の概要に関しては、佐藤達夫「ポツダム命令についての私
録（1）～（4）」『自治研究』28 巻 2～7 号（1952 年）、司法法制課「ポツ
ダム命令について」『J&R　法務大臣官房司法法制調査部季報』80 号（1995
年）、片井睦明・小松俊也「ポツダム緊急勅令とこれにより制定された
法令の変遷　戦後五十年を契機として」『法律のひろば』48 巻 5 号（1995
年）を参照。
  （3） 佐藤達夫「法案作りの四半世紀Ⅸ」『自治時報』10 巻 8 号（1957 年）、21 頁。
戦時緊急措置法に関しては、官田光史「『超非常時』の憲法と議会」『史
学雑誌』116 編 4 号（2007 年）、36 頁以下を参照。
  （4）  詳しくは、拙稿「憲法秩序の変動と占領管理体制――「日本国憲法施行
の際現に効力を有する命令の規定の効力等に関する法律」（昭和二二年
法律第七二号）の制定及び改正過程を中心として――」『桐蔭法学』14
巻 2 号（2008 年）、16 頁以下、同「占領管理体制の法的特質」（鈴木秀
光他編『法制史学会 60 周年記念論文集　法の流通』慈学社（2009 年） 
所収）、670 頁以下を参照されたい。
  （5）  その論点は、北川善英「占領法規」『憲法判例百選〔第五版〕Ⅱ』別冊ジュ 




















輸出入品等臨時措置法による委任法令は 1946 年 7 月 15 日に失効するた
め、これらを国家総動員法に基づく物資統制令によるものとみなす措置
が採られた。しかし、物価統制令も他の委任法令と共に 9 月 30 日に失
効するため、臨時物資需給調整法を新たな根拠法令とする措置が採られ
た（司波實「経済統制の回顧と展望──主として法令的角度から──」『法

































筆記　（上・中・下）」『石巻専修大学経営学研究』16 巻 2 号～18 巻 1 号（2005
～06 年）、廣田直美「内大臣府の憲法調査――近衛要綱と佐々木草案を


























（26）  来生新「日本の競争政策の歴史的概観（1）──戦前から 1977 年改正ま
で──」（後藤晃・鈴村興太郎編『日本の競争政策』東京大学出版会（1999
年）所収）、20 頁。
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（30）  籾井常喜「戦後における労働法と労働法学の歴史的軌跡」（同編『戦後




（31）   竹前前掲『戦後労働改革』、50 頁以下。

















































平和研究所から 1945 年 11 月に横田に持ちかけられた企画であったが、
経済的な援助に繋がらないため、東大で別個に研究会を組織することに
なったとのことである（「＜座談会＞管理法令研究の回顧と感想」『日本
管理法令研究』35 号（1953 年）、9 頁以下）。恒久平和研究所は、後に
国際平和協会と合流して「世界連邦建設同盟」となる（道場親信『占領
と平和　＜戦後＞という経験』青土社（2005 年）、270 頁以下）。
（41）   前掲「＜座談会＞管理法令研究の回顧と感想」、9 頁。
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（42）   金沢良雄「日本管理法令研究会と田中先生」『法律時報』54 巻 4 号（1982











（43）   「日本管理法令研究の辞」『日本管理法令研究』1 号（1946 年）、2 頁以下。
（44）   『新法令の研究』には毎号「連合国の日本管理法令」が付属し、「その
解説は「日本管理法令研究」について参照せられたい」旨が述べられて
いる（新法令研究会前掲「「新法令の研究」刊行の辞」、3 頁）。
（45）   同前。









学説に関する小論」『東海法学』9 号（1993 年）、229 頁以下も参照）。
















（50）   酒井哲哉「核・アジア・近代の超克──一九五〇年代の日本政治思想
の一断面──」『思想』1043 号（2011 年）、7 頁。「＜座談会＞一九四五
－六五年　戦後の思想空間」（『思想』編集部編『『思想』の軌跡』岩波
書店（2012 年）所収）、94 頁以下。
（51）   広渡清吾「日本社会の法化と戦後法学」『社会科学研究』49 巻 2 号（1997




















（55）清水誠「民科法律部会の軌跡」『法の科学』25 号（1996 年）、13 頁。













（60）「学会記事」『法社会学』1 号（1951 年）、193 頁以下〔潮見俊隆執筆〕。
（61）  「第九回法社会学会に思う」『法社会学』4 号（1953 年）、176 頁〔唄孝
一執筆〕。
（62）森島前掲「終戦後の法社会学」、260 頁。
（63）  末弘厳太郎「傍観者の言葉──創刊の辞──」『法社会学』1 号（1951 年）、 
3 頁。上述のように、末弘はこの時教職不適格とされ、追放処分中であっ
た。








3 号（1950 年）――民法：柚木馨、民事訴訟法：齋藤秀夫、第 4 号（1951
年）――商法：大森忠夫、労働法：吾妻光俊、国際私法：折茂豊、第 5
号（1951 年）――民法：石本雅男、民事訴訟法：宮崎澄夫、第 7 号（1952 年）
――商法：實方正雄、労働法：有泉亨、国際私法：江川英文、第 8 号（1952
年）――民事訴訟法：小山昇（第 2 号、第 6 号には「学界展望」の掲載
はない）。
（67）来栖三郎「学界展望　民法」『私法』1 号（1949 年）、76 頁以下。なお、
『来栖三郎著作集Ⅰ　法律家・法の解釈・財産法』信山社（2004 年）の
清水誠による「解説」も参照（291 頁以下）。
（68）柚木馨「学界展望　民法」『私法』3 号（1950 年）、139 頁以下。





40 号（1978 年）、8 頁〔田中二郎発言〕）。
（70）1952 年までの「学界展望」及びその執筆者は以下の通りである。第 1 号
（1949 年）――憲法：俵静夫、行政学：原龍之助、政治学・行政学：大
石兵太郎、第 2 号（1950 年）――憲法：俵静夫、行政法：大石兵太郎、「公
法学界の回顧と展望」：田中二郎・鵜飼信成、第 7 号（1952 年）――憲法：
鵜飼信成、行政法：柳瀬良幹、「現代フランスの公法学について」：宮沢
俊義（第 3 ～ 6 号には「学界展望」の掲載はない）。




（72）「公法学会だより」『法律時報』21 巻 8 号（1949 年）、55 頁。
（73）「編集後記」『公法研究』1 号（1949 年）、149 頁。この反論については「宮
沢先生がそういうことをちょっと一言しなければいけないということを
74
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言われたような記憶がありますけどね」との回顧がある（前掲「＜座談
会＞日本公法学会創設 30 周年の回顧」、15 頁〔雄川一郎発言〕）。
（74）所謂「逆コース」については、差し当たり、吉田裕編『戦後改革と逆コー
ス』吉川弘文館（2004 年）、中村政則他編『新装版 戦後日本 占領と戦
後改革（6）戦後改革とその遺産』岩波書店（2005 年）を参照。




















発足とその創生期の活動に見る問題意識」『法学研究』81 巻 12 号（2008
年）、94 頁以下）。





























65 巻 1 号（1993 年）、林研三「「生ける法」論の展開――末弘法学・川島






















し当たり、「＜特集＞戒能博士の学問と業績」『法律時報』47 巻 9 号（1975
年）、吉井蒼生夫「戒能法学から何を学ぶか」『法社会学』29 号（1977 年）、
戒能通厚「戒能法学研究――その所有権論・市民社会論を中心に」『法
律時報』50 巻 13 号（1978 年）、同「法における主体の契機――戒能通
















































ある。1948 年 9 月 25 日――「3. 第一次世界大戦の影響とわが国法学の
最も花々しかった時代」（石本雅男、磯田進、鵜飼信成、戒能通孝、辻
清明、平野義太郎）、10 月 2 日――「2. 法典編纂からドイツ法学の全盛












（93）「学会記事」『私法』1 号（1949 年）、133 頁。




誌上には掲載されていない。我妻は、学術研究会議第 13 部第 5 研究班








文科学研究』1 巻 2 号（1947 年）、なお、大濱信泉伝記刊行委員会編『大
濱信泉』大濱信泉伝記刊行委員会（1978 年）をも参照）、こちらには管
見の限り、戦前の経済統制法令への言及を見出すことは出来ない。
















スト』563 号（1974 年）、19 頁以下。この点を含め、我妻栄とその法学
については、「＜特集＞我妻法学の足跡――我妻栄先生追悼」『ジュリス
ト』563 号（1974 年）、広中俊雄「我妻民法学と反制定法的解釈（1）～（3）」







（96）  戒能通孝「市民の自由」（『戒能通孝著作集Ⅱ　人権』日本評論社（1977 年）
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所収）、135 頁以下。なお、戒能前掲「戒能法学研究」、198 頁以下を参照。




























































論の法律学的射程」『企業と法創造』6 巻 3 号（2010 年）、同「＜書評＞
82
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原島重義『民法学における思想の問題』『市民法の理論』『法制史研究』




（104）  片岡舜『現代労働法の理論』日本評論社（1967 年）、231 頁。
（105）山口浩一郎「戦後労働法学の反省――ある第三世代と方法――」『日本































26 巻 7 号（1954 年）、16 頁、尾高朝雄「法の解釈」『法哲学年報』（1954
年）、31 頁以下。
（111）渡辺洋三「法解釈論争の意義と内容」（同『法社会学と法解釈学』岩波




































































（122）  辻清明「憲法問題研究会と我妻先生」『世界』337 号（1973 年）、222 頁以下。
（123）原前掲「経済統制の推移」、169 頁以下。
（124）高橋勝好「新しい物資統制とその根拠法――臨時物資需給調整法のゆく






























間科学』22 巻 2 号（2005 年）、1 頁以下、同「戦時体制下における政府
の拡大過程――いわゆる「一九四〇年体制」の数量的分析――」『法政


































































第 3 章については、占領・戦後史研究会 2012 年度第 1 回研究会におけ
る「戦後初期の法学と法学者――法社会学論争・法解釈論争を中心とし
て」を元にしている。いずれも、史料などを補充して加筆・訂正した上、
構成を組み替えて執筆した。報告に際して、数々の有益なご教示をいた
だいたことを感謝したい。
　また本稿は、平成 25 年度科学研究費基盤研究（Ｃ）「占領管理体制下
における「戦後法学」の形成過程に関する法史学的観点からの再検討」
の一部である。
　　（でぐち・ゆういち　桐蔭横浜大学法学部准教授・日本法史研究所員）
